
委託加工貿易契約包括承認取扱要領 
 
 

輸出注意事項２６第１７号 
平成２６年４月２４日貿易経済協力局 

 
 外国為替及び外国貿易法（昭和２４年法律第２２８号。以下「外為法」という。）第４８条第３

項の承認であって、輸出貿易管理令（昭和２４年政令第３７８号。以下「輸出令」という。）第２

条第１項第二号に規定する委託加工貿易契約による貨物の輸出について一括して承認を行うもの

について、委託加工貿易契約包括承認の要件、承認に付する条件、各種手続き及び有効期限等を次

のとおり定める。 
  

Ⅰ 委託加工貿易契約包括輸出承認 

１ 委託加工貿易契約包括輸出承認の申請者  

委託加工貿易契約包括輸出承認の申請を行うことができる者は、代表者を輸出の業務を統括 

管理する責任者（以下「統括責任者」という。）とし、及び輸出令第２条第１項第二号に規定 

する委託加工貿易契約による貨物の輸出に該当するかどうかの確認についての責任者（以下 

「該非確認責任者」という。）を選任し、申請時に、これらの者について経済産業大臣に登録 

を行う者とする。 

 

２ 委託加工貿易契約包括輸出承認の要件 

   申請者が、輸出令第２条第１項第二号に規定する委託加工貿易契約による貨物の輸出を行お

うとする場合に、一括して承認を行ってもその輸出が我が国国内の加工産業に影響を与えない

と認められるときは、委託加工貿易契約包括輸出承認を行う。 
 

３ 委託加工貿易契約包括輸出承認の範囲 

委託加工貿易契約包括輸出承認の範囲は、輸出令第２条第１項第二号に規定する委託加工貿

易契約による貨物の輸出とする。ただし、北朝鮮を仕向地として輸出する貨物並びに輸出する

貨物が輸出令別表第二の３６、３７及び４３の項の中欄に掲げる貨物の場合は除く。 

 

４ 委託加工貿易契約包括輸出承認の申請手続  

   委託加工貿易契約包括輸出承認を受けようとする者は、次の（イ）～（ハ）に定める書類を 

申請窓口に郵送又は提出しなければならない。 

（イ） 委託加工貿易契約包括輸出承認申請書（様式１） ２通 

（ロ） 統括責任者及び該非確認責任者に関する登録書（様式a） １通 

（ハ） その他経済産業大臣が特に必要と認める書類 

（注）承認申請日前１年間に外為法違反によって行政指導等を受けた者は、行政指導等を踏

まえた社内管理が行われていることを確認できる書類の提出を求めることがある。 

 

５ 委託加工貿易契約包括輸出承認の申請窓口 

委託加工貿易契約包括輸出承認の申請は、経済産業局（通商事務所を含む。）又は沖縄総合 

事務局に行わなければならない。なお、各経済産業局又は沖縄総合事務局における委託加工貿 

易契約包括輸出承認の事務は、申請者の本店が次に掲げる区域内にあるものについて行う。 

   ・関東経済産業局（埼玉県さいたま市）・・・全国 

   ・中部経済産業局（愛知県名古屋市）・・・全国 

   ・近畿経済産業局（大阪府大阪市）・・・全国 

・上記以外の経済産業局（北海道経済産業局（札幌市）、東北経済産業局（仙台市）、中国 

経済産業局（広島市）、四国経済産業局（高松市）、九州経済産業局（福岡市））・・・経 

済産業省組織令（平成１２年政令第２５４号。）第１０２条に掲げる管轄地域 

・通商事務所（東京都、横浜市、神戸市）・・・通商事務所が属する当該経済産業局の管 

轄地域 



・沖縄総合事務局・・・内閣府設置法（平成１１年法律第８９号）第４４条に掲げる地域 

（注）上記（ ）内は、所在地を示す。 

 

６ 委託加工貿易契約包括輸出承認の条件  

委託加工貿易契約包括輸出承認には、別表に掲げる条件その他経済産業大臣が必要と認める 

条件を付す。 

 

 ７ 委託加工貿易契約包括輸出承認証の分割 

経済産業大臣は、必要があると認めるときは、申請に基づき委託加工貿易契約包括輸出承認 

証について、次の（１）又は（２）のいずれかの方法により分割をすることができる。 

（１） 委託加工貿易契約包括輸出承認の申請と同時に分割を受ける場合 

    委託加工貿易契約包括輸出承認の申請と同時に当該承認証の分割の申請を併せて行うと 

きは、４に定める書類に加え、分割を必要とする通数の委託加工貿易契約包括輸出承認申請 

書及び包括輸出承認証分割申請理由書（様式２）を申請窓口に提出しなければならない。 

（２）既に発行された委託加工貿易契約包括輸出承認証の分割を受ける場合 

   既に発行された委託加工貿易契約包括輸出承認証の分割を受けようとするときは、分割を 

必要とする通数に１を加えた通数の委託加工貿易契約包括輸出承認申請書、包括輸出承認証 

分割申請理由書（様式２）及び既に発行された委託加工貿易契約包括輸出承認証の写し１通 

を申請窓口に提出しなければならない。また、分割された委託加工貿易契約包括輸出承認証 

の発行を受けるときは、既に発行された委託加工貿易契約包括輸出承認証を申請窓口に提出 

しなければならない。提出された当該承認証は、必要な追記が行われたのち、申請者に返却 

される。 

 

８ 委託加工貿易契約包括輸出承認の変更 

委託加工貿易契約包括輸出承認を受けた者は、申請者名又は住所を変更したときは、次の（イ） 

～（ハ）の書類を申請窓口に提出しなければならない。その際、既に発行された委託加工貿易

契約包括輸出承認の承認証を返還しなければならない。なお、１により登録を行った統括責任

者又は該非確認責任者に変更があった場合は、委託加工貿易契約包括輸出承認の変更の必要は

ないが、統括・該非確認責任者変更届（様式aの２）を当該承認を受けた申請窓口へ速やかに

郵送又は提出しなければならない。 

（イ）委託加工貿易契約包括輸出承認申請書（様式１） ２通 

（ロ）変更を要することを証する書類の写し １通 

（ハ）その他経済産業大臣が特に必要と認める書類 

 

９ 委託加工貿易契約包括輸出承認の有効期限 

委託加工貿易契約包括輸出承認の有効期限は、その承認が有効となる日から起算して３年を

超えない範囲内において経済産業大臣が定める日とする。 

ただし、７に基づく変更の申請である場合には、変更前の承認の有効期限までの範囲におい

て経済産業大臣の定める日とする。 

   

１０ 委託加工貿易契約包括輸出承認の更新 

委託加工貿易契約包括輸出承認を受けた者は、当該承認の有効期限満了日の３か月前から更 

新の申請を行うことができる。この場合において、経済産業大臣は、当該申請の内容が適当と   

認められるときは、当該承認の有効期限の末日の翌日から起算して３年を超えない範囲内にお  

いて更新を行う。承認の更新を受けた者は、既に発行された委託加工貿易契約包括輸出承認証 

（以下「原承認証」という。）を返還することを必要としない。 

   更新のための手続 

    ４の（イ）～（ハ）の書類を申請窓口に提出しなければならない。 

 

１１ 委託加工貿易契約包括輸出承認の取消 

経済産業大臣は、委託加工貿易契約包括輸出承認を受けた者が法令若しくは承認の条件に

違反したとき、１又は２の要件を満たさなくなったときは、当該承認を取り消すことがある。



承認を取り消された場合、委託加工貿易契約包括輸出承認を受けた者については直ちに原承

認証を返還しなければならない。 
 
Ⅱ 申請書類の記載方法 
 １ 委託加工貿易契約包括輸出承認申請書（様式１） 
  （１）「申請者記名押印又は署名」の欄 
    申請者が法人であるときは、記名押印又は署名の欄には組織の代表者の記載も必要です。 
  （２）「住所」の欄 
    申請者が法人であるときは、登記簿上の本店の住所を記載してください。 
  （３）「申請年月日」の欄 
    委託加工貿易契約包括輸出承認申請を行う日付を記載してください。 
  （４）「電話番号」の欄 
    委託加工貿易契約包括輸出承認申請を行う担当部署の電話番号を記載してください。 
 
２ 包括輸出承認証分割申請理由書（様式２） 

（１）「申請者名」及び「記名押印又は署名」の欄 
  上記１（１）に準ずる。 

  （２）「住所」の欄 
    上記１（２）に準ずる。 

（３）「電話番号（担当）」の欄 
   上記１（４）に準ずる。 

  （４）「分割を必要とする理由」の欄 

    分割を必要とする理由を記載してください。 

     例）当社は横浜港及び大阪港から主に輸出を行っており、○○税関と○○税関において 

同時期に通関する可能性があるため。 

  （５）「分割を必要とする承認証の承認番号」の欄 
    委託加工貿易契約包括承認取扱要領７の（２）に該当する場合のみ、既に取得している承 

認証の番号を記載してください。 
  （６）「必要通数」の欄 
    必要な分割部数を記載してください。 
 
 ３ 統括責任者及び該非確認責任者に関する登録書（様式 a） 

（１）「申請者名」及び「記名押印又は署名」の欄 
  上記１（１）に準ずる。 

  （２）「住所」の欄 
    上記１（２）に準ずる。 

（３）「電話番号（担当）」の欄 
  上記１（４）に準ずる。 
（４）１．統括責任者「氏名」の欄 
  代表者の氏名を記載してください。 
（５）１．統括責任者「役職名」の欄 
  代表者の役職名を記載してください。 

  （６）１．統括責任者「就任日」の欄 
    代表者の就任日を記載してください。 
  （７）２．該非確認責任者「氏名」の欄 

該非確認責任者の氏名を記載してください。 
（８）２．該非確認責任者「役職名」の欄 
  該非確認責任者の役職名を記載してください。 

  （９）２．該非確認責任者「就任日」の欄 
    該非確認責任者の就任日を記載してください。 
 
 ４ 統括・該非確認責任者変更届（様式 a の２） 



（１）「申請者名」及び「記名押印又は署名」の欄 
  上記１（１）に準ずる。 

  （２）「住所」の欄 
    上記１（２）に準ずる。 

（３）「電話番号（担当）」の欄 
  上記１（４）に準ずる。 
（４）１．統括責任者「氏名」の欄 
  上記３（４）に準ずる。 
（５）１．統括責任者「役職名」の欄 
  上記３（５）に準ずる。 

  （６）１．統括責任者「就任日」の欄 
    上記３（６）に準ずる。 
  （７）１．統括責任者「（変更理由）」の欄 
    統括責任者の変更に伴う理由を記載してください。 
     例）平成○○年○月○日付けで新たな代表者が就任したため。 
  （８）２．該非確認責任者「氏名」の欄 

上記３（７）に準ずる。 
（９）２．該非確認責任者「役職名」の欄 
  上記３（８）に準ずる。 

  （１０）２．該非確認責任者「就任日」の欄 
    上記３（９）に準ずる。 
  （１１）２．該非確認責任者「（変更理由）」の欄 
    該非確認責任者の変更に伴う理由を記載してください。 
     例）平成○○年○月○日付けで新たな担当部長・課長が就任したため。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



別表 

委託加工貿易契約包括輸出承認の条件 承認条件の適用 

（１）本承認は、委託加工貿易契約包括承認

取扱要領のⅠの３の範囲において貨物の輸

出を行う場合に限り、これを適用すること

ができる。 

（２）委託加工貿易契約包括輸出承認に基づ

き輸出を行う際は、当該輸出される貨物の

原材料が、輸出令別表第二の３６、３７及

び４３の項に該当しないことを、あらかじ

め経済産業大臣に登録した統括責任者の指

示に従い、該非確認責任者等が確認するこ

と。 

（３）統括責任者又は該非確認責任者に変更

が生じたときは、速やかに経済産業大臣に

届け出ること。 

（４）委託加工貿易契約包括輸出承認に基づ

き輸出を行った際の資料を、輸出時から少

なくとも、５年間保存し、その内容につい

て報告を求められたときは、報告書を提出

すること。 

（５）委託加工貿易契約により我が国国内の

加工産業に影響を与える場合として経済産

業大臣から通知を受けた場合は、当該輸出

について委託加工貿易契約包括輸出承認は

効力を失う。 
（６）委託加工貿易契約包括輸出承認の範囲

は、承認後においても法令及び包括承認取

扱要領の改正に伴い変更されることがあ

る。 

（７）法令若しくは承認の条件に違反したと

き、委託加工貿易契約包括承認取扱要領の

Ⅰの１又は２の要件を満たさなくなったと

きは、本承認が取り消されることがある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

届出は、様式aの２によるものとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 



                                                                                    

様式１（Ⅰの４の（イ）関係） 
根拠法規 輸 出 貿 易 管 理 規 則 第 ２ 条 の ２

主務官庁 経 済 産 業 省

                                                                                       
委託加工貿易契約包括輸出承認申請書 

 
 ※ 承 認 番 号

※有効となる日

※ 有 効 期 限  

                                                        
経済産業大臣 殿                                                                   
 
 

申  請  者                                                 申請年月日                           
      記名押印                                  
      又は署名                           
 
   住   所                                                 電 話 番 号                          
 
 
次のとおり申請をします。 
 
 申請する委託加工貿易契約包括輸出承認の範囲  
 

委託加工貿易契約包括承認取扱要領（２０１４０４１６貿局第１号・輸出注意事項２６第１７号）のⅠの３に掲げる 

もの 
 
 
 
 
  ※承認又は不承認 

                
この申請を、   外国為替及び外国貿易法第６７条第１項 

輸出貿易管理令第２条第１項第二号           の規定により 
輸出貿易管理令第８条第２項 

次の条件を付して承認する。

承 認 し な い。 

 

条件 委託加工貿易契約包括承認取扱要領（２０１４０４１６貿局第１号・輸出注意事項２６第１７号）のⅠの ６に

掲げる条件に従うこと。 

 
                                           経済産業大臣の記名押印  
 
                                                      日    付                      
 
                                                      資    格                      
 
                                                      記名押印                      
 

 

 

注 (1)  ※印の欄は、記入しないでください。 
  (2)  用紙の大きさは、Ａ列４番とします。 

 
 
 
 



様式２ 

                                      年 月 日

  

 

包括輸出承認証分割申請理由書 

 

経済産業大臣 殿 

                     申請者名 

                    記名押印 

                     又は署名                

                    住   所               

                     電話番号（担当）              

 

 下記のとおり、委託加工貿易契約包括輸出承認証の分割を申請します。 

 

記 

 

１．分割を必要とする理由 

 

 

 

２．分割を必要とする承認証の承認番号 

（委託加工貿易契約包括承認取扱要領７（２）の場合のみ記載） 

 

 

 

３．必要通数 

 



様式 a 
 

 年 月 日 
 

統括責任者及び該非確認責任者に関する登録書 
 
 
経済産業大臣 殿 

 
申請者名 
記名押印 
又は署名 
住  所 
電話番号（担当） 

 
 
当社の統括責任者及び該非確認責任者を下記のとおり登録します。 

 
記 

 
１．統括責任者 
  氏 名： 
  役職名： 
  就任日： 
 
２．該非確認責任者 
  氏 名： 
  役職名： 
  就任日： 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



様式 a の２ 
年 月 日 

統括・該非確認責任者変更届 
 
経済産業大臣 殿 

 
申請者名 
記名押印 
又は署名 
住  所 
電話番号（担当） 

 
下記のとおり、当社の統括責任者・該非確認責任者が変更となりましたので、届け出ます。 

 
記 

 
１．統括責任者 
（変更前） 
  氏 名： 
  役職名： 
  就任日： 
 
（変更後） 
  氏 名： 
  役職名： 
  就任日： 
 
（変更理由） 
 
２．該非確認責任者 
（変更前） 
  氏 名： 
  役職名： 
  就任日： 
 
（変更後） 
  氏 名： 
  役職名： 
  就任日： 
 
（変更理由）



 

 


